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建設現場における死亡災害の続発による労働災害防止対策 

の徹底について（要請） 

 

 平素から、労働基準行政に格別の御支援と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、群馬労働局管内の建設業の休業４日以上の労働災害は、長期的には減少

傾向にありますが、近年は増加傾向にあります。 

令和５年は 250 件（前年同期比＋19 件）の災害が発生し、このうち死亡災害は

９件（前年同期比＋８件）と前年を大幅に増加しました。令和６年は 10 月末現在

の速報値で 159 件（前年同期比－38 件）の発生ですが、死亡災害が５件（前年  

同期比－１件）と依然として多発しており、11 月に入ってからも１件の死亡災害

が発生したことで、10 月下旬から 11 月にかけて立て続けに３件の死亡災害が  

発生しています。  

令和６年の死亡災害を見ますと、 

①ドラグ・ショベルとともに沢に墜落したもの 

②足場のメッシュシートを突き抜けて地面に落下したもの 

③配線作業を行っていたところ感電したもの 

④車両系建設機械の運転席と建築物との間に身体を挟まれたもの 

⑤トラッククレーンが斜面を逸走して地面に墜落したもの 

⑥物置の解体中に屋根が落下して下敷きになったもの 

となっており、依然として「建設業の三大災害」と言われる「墜落・転落災害」

「建設機械・クレーン等災害」「倒壊・崩壊災害」が多数発生している状況です。 

 

 群馬労働局では、第 14 次労働災害防止計画に基づく群馬労働局推進計画に  

おいて、８つの重点対策の１つである「業種別の労働災害防止対策の推進」の  

対象に建設業を位置付けて墜落・転落災害の防止等を推進しているところですが、

建設現場における死亡災害が多発していることは、極めて憂慮すべき事態です。 

貴団体におかれましては、既に「年末年始 無災害運動」を展開中と拝察する

ところですが、建設業における死亡災害の撲滅、労働災害の減少に向け、改めて

下記対策の取組の徹底に向けた注意喚起と安全衛生活動の一層の推進を、傘下 

会員事業場及び関係者に、周知・指導援助いただきますようお願い申し上げます。 

 

記



１  建設業労働災害の防止について次の事項を徹底すること。 

(1) 墜落・転落災害の防止 

① 高さが２メートル以上の箇所、作業床の端、開口部等については、墜落

災害防止のため、足場の設置、手すり等の設置をするなど必要な措置を 

講じること。ただし、墜落防止のための措置が困難なときは、防網を張り、

労働者に墜落制止用器具を使用させるなど、墜落災害防止に必要な措置

を講ずること。 

② はしごや脚立からの墜落災害を防止するため、これらが転倒（転位） 

することがないよう、確実に固定すること。 

また、脚立については、天板に労働者が立つことがないよう指導し、  

作業に適した大きさのものを使用すること。 

(2) 建設機械等災害の防止 

① 建設機械等の作業範囲内への労働者の立入りを禁止すること。 

また、立入禁止範囲には明確な表示等を行うこと。 

② 建設機械等の作業範囲内に労働者を立ち入らせる場合には、必ず   

誘導員を配置し、一定の合図を定め、誘導者に当該合図を行わせること。 

③ 建設機械等を使用させる場合には、逸走防止措置、運行経路等を示した 

作業計画を定めるなど、必要な安全対策を講じること。 

(3) 崩壊・倒壊災害の防止 

① 掘削面は、地山の状況に応じた安全な勾配とすること。 

安全な勾配とすることができない場合には、土止め先行工法により 

作業を行うこと。 

② 作業開始前には、必ず地山の点検を実施すること。 

③ 建築物等の解体を行う際には、「建築物等の損傷の程度、周囲の状況」

等を事前に十分、調査した上で作業計画を定めるなど、必要な安全対策を

講ずること。 

(4)  感電災害の防止 

作業開始前には、必ず機器の配置を確認するとともに、作業する箇所が  

電気を帯びているか事前に十分、調査した上で作業を行うこと。 

 

２ 労働者に対し、作業への慣れや過信はないか注意喚起すること。 

また、経験年数の浅い労働者の被災が増加していることから、労働者の  

不安全行動による災害防止について次の事項を徹底すること。 

(1) 危険予知活動、ヒヤリハット運動等を適切に実施すること。 

(2) 作業内容及び作業手順について、関係労働者に周知徹底すること。 

(3) 作業開始前に労働者の心身の健康状態を確認すること。 

(4) 墜落制止用器具の使用、保護帽の着用等を徹底すること。 

(5) 実効ある新規入場者教育等の安全衛生教育を実施すること。 

 

３  危険性の高い作業を定め、その作業を行うに当たっては、次の事項を徹底

すること。 

また、現場監督等による作業巡視を実施すること。 

(1) リスクアセスメントを実施すること。 

(2) 作業計画を変更する場合は、改めてリスクアセスメントを実施すること。 

 

４ 経営首脳、店社安全衛生管理者等による安全パトロールを実施すること。 

 

以上 



【別紙】関係団体 

 

建設業労働災害防止協会 群馬県支部 

一般社団法人群馬県建設業協会 

公益社団法人建設荷役車両安全技術協会 群馬県支部 

群馬県解体工事業協会 

群馬県解体工事業協同組合 

 

 

 


